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令和 5 年度経営発達支援計画に係る外部評価 
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北川裕章 

 

各目標とも特別な事情除いて概ね目標を上回っており、着実に実施されたと評価できる。

本経営発達支援事業は①観光による地域の活性化、②人口減少の歯止め、③事業承継支援を

目標に置いている。目標に沿った取組みになっているが、さらに進めるために伴走型補助金

の利用も選択肢の一つになる。以下目標別の特記事項を記載する。 

１.地域の経済動向調査の②川根本町の景況調査は、目標 2 回の公表に対して 1 回の実施

だった。商工会の分析も加えることで、地域の事業者にとって有益な情報提供となることか

ら 2 回の公表が望まれる。2.経営状況の分析の②分析件数では厳しい自己評価がされている

が、合理的な評価基準を設定することでより正確な実態が把握できると思われる。3.事業計

画策定件数や 4.事業計画策定後の実施支援は概ね目標を上回った。５.需要動向調査に関す

ることの①②や 6.新たな需要の開拓に関する③④では実績がなかったが、事業の中止等に

よるものであり理由は明確だった。代替の取組があれば定性的な報告は可能であり一定の

効果も見込めると思われる。Ⅱ.地域経済の活性化では中止になった事業以外は着実に実施

された。また、Ⅲ経営発達支援事業の支援力向上も着実に実施されたと評価できる。 

                                    以 上 



経営発達支援計画事業評価 講評 

令和５年度は徐々にコロナ禍の影響が緩和され、各種事業活動が

再開されてきた 1 年間だった。そのような中で、新たな需要の開拓

や地域経済の活性化に資する取り組みなど、全体として経営発達支

援事業にしっかりと取り組んでいただいたと評価する。 

特に、他の支援機関との連携を通じ販路拡大事業への参加や経営

指導員等の資質向上への取り組みでは、事業者の意識改革のみなら

ず、職員の資質向上にもつながったと報告があり、事業実施の意義が

あったと感じている。 

一方で、計画当初に比べると各事業の方向性の見直し、時勢の変

化などを把握するために需要動向調査を計画通りに実施するべきと

考える。地域経済の現状把握や今後の見通しに関する基礎資料とし

て必要だと考えるため、計画最終年の令和６年度には計画目標を達

成できるようお願いしたい。 

令和６年度には、町全体の課題である後継者問題を解消するため、

新たに設置された川根本町事業承継ネットワークが始まる。今後も

互いに連携を取り地域の発展に努めていきたい。 

令和６年４月22日     川根本町産業振興課課長 澤口誠一郎 




